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特集：ライフコースにおける社会的リスクの実証分析：2022年「生活と支え合いに関する調査」から

生活実態を測る
―欠測（欠損）理由の要因分析と生活費用の担い手の可能性―

西村 幸満＊

抄 録

多様性が認められる社会において適切な支援を実現するためには，その実態把握が重要であるため，
近年国の統計の重要性は増している。回収率の悪化は，調査主体や調査目的だけでなく，調査票の設計
とも無関係ではない。調査票において生活の実態を測る項目は，個人収入と世帯収入が代表的である
が，これらの項目の欠測（欠損）はほかの項目と比べて多い。本分析では，これら2つの指標に加えて，
誰が生活費用を担うのかを用いて欠測理由の要因分析をおこなった。
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Ⅰ 問題の所在

戦後に人口増加と雇用による組織的生存競争を
経験し発展してきた日本社会は，この10年余り，
人口減少のもとさらなる新自由主義的な政治思想
の展開にさらされ続けている。国の公共サービス
は規制緩和と民間開放が進められて縮小してお
り，非正規雇用増により雇用は不安定化するとと
もに，少なくなったパイの取り合いによる競争
は，引き続き日本社会のあり方に影響を及ぼして
いくだろう。人々の生活に対する国のかかわりの
縮小においては，民間だけが役割代替を担ってい
るのではない。2000年前後の地方分権一括法，社
会福祉法の制定以降，自治事務が拡大し，支援法
整備が進んだ介護・生活困窮者・子育てなど生活
支援の運営を地方自治体が担うようになってい

る。戦前・戦後続いてきた「強い個人」の想定が
揺らぎ，労働市場への参入要件が多様化しその
ハードルが高まるなか，地域がどこまでわれわれ
の生活安定に寄り添うのかが問われているように
なっている。
社会を測ることの目的は，上記のような日本社
会の沿革と変化を正確にとらえ，内在する社会の
課題を見つけ出すことにある。これまでの公的統
計は，1947年の統計法制定以降，悉皆調査の国勢
調査と多くの標本調査を組み合わせて，「行政の
ための統計」として役割を果たしてきた。近年，
調査客体の回収率の低下・調査票項目の欠測（欠
損）による統計精度への影響など，統計調査だけ
ではなく学術的な社会調査にも根本的な課題が突
きつけられている1)。
こうした課題に向けて，2007年には統計法が改
正され，基幹統計と一般統計で構成される新しい

＊国立社会保障・人口問題研究所 社会保障基礎理論研究部長
1) 例えば国勢調査の「聞き取り率」は2000年の1.7％から2020年の16.7％に急騰している。
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統計体系に更新して社会の変化に対応してきた。
報告義務をもつ基幹統計と報告義務をもたない一
般統計は，各省庁の直轄から民間開放が進められ
つつあり，社会情勢の変化に応じる形でオンライ
ン調査の導入など調査法の有り様も変えて対応し
ている。1947年の統計法制定時は，標本統計を採
用し戦前調査との決別を果たしたのに対して〔竹
内（2008）〕，60年後の今回は，「行政のための統
計」から「社会情報基盤としての統計」への転換
を宣言している。行政は分散型統計機構を維持し
つつも総務省のポータルを中心に，二次利用を前
提とした統計体系に変貌しつつある2)。同時に，
調査客体の回収率，調査の欠測（欠損）には改善
が求められている。
本論文は，日本社会が大きな変化を迎えるな
か，その社会をとらえる統計・社会調査が従来の
手法では高い精度・期待に応えられないという懸
念に対して，調査法・調査票などの改善策の一つ
として，欠測（欠損）理由の要因分析と生活を測
る追加的な指標の検討を行うことを目的としてい
る。次節では生活を測る指標について整理をおこ
ない，既存の代表的な指標として収入を取り上げ
る。そして国立社会保障・人口問題研究所が実施
した「生活と支え合いに関する調査」（一般統計）
から生活費用の担い手変数を追加的な生活指標と
しての検討をおこなう。

Ⅱ 生活3)を把握する

1 収入の把握と定義
生活を把握するためには，社会は家計・生計費，
賃金，所得などの調査を実施してきた。公的統計
においては，総務省の家計調査，厚生労働省の賃
金センサス，国民生活基礎調査の所得票などが基
幹統計として代表的なものである。生活の安定と
いう生活保障の枠組みからみると〔西村（2021）〕，
われわれは安定の指標として社会経済変数を用い
て，社会の実態把握にアプローチしてきた。一義

的に多寡を測定できる経済変数に対して，社会変
数は相対的な位置を基準にしている。経済変数の
代表的なものは，生活にかかる費用の測定であ
り，従来の測定方法では，収入（詳細な金額の測
定あるいはその簡便法として金額幅のカテゴリー
の選択）の把握に加えて，世帯の収支と貯蓄・不
動産などを把握する家計簿を利用した生計費があ
り，収支の中でも賃金・報酬などは労働に対する
対価の測定指標であった。他方で，社会変数の代
表は階層（収入カテゴリー，従業上の地位，職業，
学歴，世帯構成など）を代表とする社会参加のあ
り様を指標とするものであった。
日本の収入指標が最初に直面する課題は，法律
によって使用する用語が異なっていることなの
で，ここで簡単に整理しておこう。所得税法にお
ける収入と所得の違いは，定義上は明確で，自分
の手元に入ってくるお金・物品のことを収入とい
い，ここから必要経費を差し引いた金額を所得と
いう。ここに物品というのは，現物給与のことを
示している。収入と所得を差異化する必要経費
は，収入を得るために発生した支出のことで，例
えば，パソコンや携帯の購入費・通信費，取引先
の元へ行くための交通費などがある。具体的な例
としては，（1）会社の商品や物品などの資産を無
償，または定価よりも低価格で受け取った場合，
（2）会社の土地や家屋，金銭などの資産を無償，
または低価格で借りた場合，（3）会社が所有する
福利厚生施設の利用など（2）以外の用途を無償，
または低価格で利用した場合，（4）個人的な債務
を免除または負担したことによる経済的利益が含
まれる。所得は所得税の課税対象となっており，
現物給与も所得税の対象であるが，条件を満たし
た通勤費，食事代，社宅などは非課税となってい
る。
個人事業主・フリーランスは，売上金額が収入
となり，ここから必要経費を引くと，事業所得と
なる。収入を雇用先から受け取る給与所得者も，
収入から給与所得控除額を引くことで給与所得者

2) 2007年の統計法では，公的統計整備の第三者機関として統計委員会が設定され，その司令塔として内閣府に事
務所管をおくが，2016年4月1日に総務省に移管している。
3) ここでの生活水準は，豊かさの指標である「生活の質」とは一致しない。
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となる。周知のように，公的年金（国民年金，厚
生年金など）は，年金受給者にとって収入となり，
ここから公的年金等控除額を引いて雑所得が確定
する（図表1）。
労働の対償として同じ企業から支払われる対価
であっても，法律によって呼び方が変わる。賃金
は雇用関係の法律で使われ，給与は所得税法，報
酬は健康保険や厚生年金保険などで主に使用され
ている。また賃金は労働対価として月給，日給，
時給が含まれ，非正社員に対して使われ，給与は
正社員のように確立した雇用関係に基づいている
が，実質的には同義である。賃金は人々の生活の
すべてを測るものではなく，雇用先から支給され
る労働対価であって，収入全体と重なりはするも
のの，収入に比べて範囲は狭く，一致はしない。
つまり賃金は，雇用されていない国民の多くをそ
ぎ落とし，生活の実態を測定するのに限定的であ
る。厚生労働省の「労働経済の分析」（2024，
pp.21-22）によると，2023年の労働力人口は6,925
万人（完全失業者（178万人），休業者数（189万人）
を含む），就業者数は6,747万人，雇用者数は6,076
万人となり賃金等によって生活水準を把握できる
が生活者全体をカバーできない。およそ37％を占
める非労働力人口（4,084万人）等生活者の一部は
収入で把握することができるが，後述するように
回答の欠測（欠損）が多いことで知られる。
このように生活を金額で把握しようとすると
き，正確に把握しようとするほど，確認項目は増
え，回答者の負担は大きくなる。収入項目に対す
る調査対象者の回答回避により欠測が生じ，それ
を無視すると結果にバイアスを含み，分析結果の
信頼性に問題が生じてしまう〔石橋・前田
（2022）〕。回収率の低下は母集団からの代表性の
問題であり，情報は得られないことから信頼性の
担保には高い回収率を条件に調査手法の改善と欠

測（欠損）理由の要因分析により精度の推定をす
る方法が一般的である〔相澤・三輪（2008），三
輪・前田（2018），石橋・前田（2022）〕。ここには，
未回収と回収された客体における欠測（欠損）率
という二重のハードルがある。回収率の向上に
は，調査主体が調査対象者との接触密度を高め，
調査の社会的な意義，データ・結果の取り扱いを
理解してもらい参加を促すことに加え〔小林他
（2015）〕，欠測（欠損）に影響を与える要因に対し
て効果のある対策を講じることが求められる。

2 収入計測の実態
大阪商業大学研究センター（2022）では，各調
査時点の収入変数の単純集計をHPで公開してお
り，それによれば，「回答したくない」「わからな
い」「無回答」の合計値は個人収入では7.2～12.1％
の間で，世帯収入になると26.0～40.6％の間で推
移している。しかし，そもそも収入変数の導入に
よる回収客体数への影響は不明である。一方，官
庁統計の国民生活基礎調査の所得票では集計客体
数／調査客体数は61.2％で，世帯票・健康票の
68.0％，介護票の76.5％よりも低位であることに
間違いはないが，欠測（欠損）がどの程度である
かは公表していない。
こうした動きに総務省（2016）では，調査主体

（国・地方公共団体が直接行う，国が民間機関に委
託，民間機関（シンクタンク，マスコミ，大学，
企業等）が行う）別に「答える」調査項目の確認
をしている。国・地方公共団体が直接行う調査で
「答える」項目は，性別が92.2％に対して年間収入
（実数記入方式）では27.2％になる。「答える」割
合は，国が民間機関に委託（10.3％），民間機関
（7.4％）の順でさらに低くなり，収入は学歴，氏
名，住所よりも圧倒的に「答える」割合は低い。
現実はもう少し緩やかな結果といえるが，調査主
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図表1 収入の構造
収入 － 必要経費 ＝ 所得

自営業 収入（売上）－ 必要経費 ＝ 事業所得
雇用者 収入（給与）－ 給与所得控除額 ＝ 給与所得
引退 収入（公的年金）－ 公的年金等控除額 ＝ 雑所得
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体別の差異と，調査項目ごとの回答の欠測（欠損）
傾向は揺るがないだろう。
海外の先行研究を取りまとめたYan, Churtin,

and Jans（2010，p.145）によれば，収入の欠測率は
20～40％となり，ほかの調査項目に対する欠測の
典型的な幅の1～4％に比べ顕著に高くなるとい
う。日本の場合は，そもそもの回収客体数（率）
にも影響を与えている可能性もあり，やはり収入
項目は調査の信頼を左右するものといえる。

Ⅲ 分析の概要―使用するデータと変数

1 データと従属変数の組成
本分析で使用するデータセットは，国立社会保
障・人口問題研究所が実施する一般統計「生活と
支え合いに関する調査」（2022年）である4)。この
調査は，2007年に実施した旧「社会保障実態調査」
を含めて2012年，2017年，2022年に個人収入と世
帯収入，そして「生活費用の担い手」を確認して
いる。4回の調査においては，「生活費用の担い
手」の㘤ね方を常に改訂しており微細な誤差が含
まれている可能性があり，同じ条件で時点間の比
較はできないため，数字を読むときには留意が必
要である。4時点間でみると図表2のようになる。

調査票は，「国民生活基礎調査」の調査区から300
調査区を無作為に抽出し，その調査区の全世帯に
世帯票を配布し，コロナ以前は調査対象世帯の訪
問時に世帯人数を確認し世帯票1枚と個人票を人
数分配布し，後日調査員が回収していた。2022年
調査は3回訪問して応答のない場合は，世帯票と
個人票3部を郵便受けに投函し，回収方法は個人
の返送，オンライン，調査員回収を採用している。
ここでは世帯票情報を個人に突合したデータセッ
トを使用する。
本分析では，収入と生活費用の担い手の欠測

（欠損）の要因分析を行うと同時に，多項ロジット
とロジットモデルによる回帰分析をおこなう。二
つの従属変数は，「生活と支え合い調査」の設計に
合わせて，収入と生活費用の担い手については，
ともに「回答あり」と「無回答」を設定し，収入
については，特に「不詳」と「収入なし（非該当）」
の類型を追加し「回答あり」を参照カテゴリーと
している。ロジットモデルにおいては，「回答あ
り」と「回答なし」の二値を設定し，「回答あり」
を参照カテゴリーとしている。

2 説明変数の組成
説明変数は，地域ブロック，子の有無を基本に

4) 一般統計の実施は，基幹統計と異なり，毎回実施に向けた予算要求の手続きが必要であり所管する厚生労働省
内のほかの一般統計とのプレゼンの審査を経て，さらに財務省の査定を受けて実施が決まる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 9 No. 3304

図表2 「生活と支え合いに関する調査」の回収状況

注：＊1は「社会保障実態調査」より
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類型した世帯タイプ，世帯主か否か，性別，年齢
コホート，本人学歴，婚姻関係，子どもの有無，
現在の就業状態，現在の暮らし向き，健康，6ヶ月
間の健康上の制限の有無，過去1年間病院の治療，

障害手帳の保有，外出，会話，孤独，選挙を用意
した。記述統計は図表3と図表4に示している。
具体的には，地域ブロックについては，北海
道・東北（以下，参照カテゴリーの値はすべて1），

生活実態を測る―欠測（欠損）理由の要因分析と生活費用の担い手の可能性― 305

図表3 カテゴリカル変数の記述統計
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北関東，東京圏，中部・北陸，中京・京阪圏（大
阪圏を除く），大阪圏，中国・四国，九州・沖縄の
8地域を用いる。
世帯タイプは，20歳以下の子の有無を第一条件
として，子のいない単独世帯，夫婦のみ片方ある
いは両方高齢者世帯，高齢者を含む子のいない世
帯，夫婦のみともに非高齢者世帯（参照カテゴ
リー），子のいる世帯として，二親世帯とひとり親
世帯の6つとし，調査対象者が世帯主か否か設定
した。世帯人数は，人数をそのまま使用してい
る。
属性的変数の取り扱いは，以下のように設定し
た。性別は男性を参照カテゴリーとし，婚姻状態
は，未婚を参照カテゴリーとして，婚姻関係があ
り，死別，離別とした。子どもについては，子ど
もありを参照カテゴリーとする二値とした。年齢
は，連続変数としてではなく，5歳ずつのカテゴ
リーに離散化して，25-29歳を参照カテゴリーとし
た。2022年調査では，調査対象者の年齢を18歳以
上としており，18-19歳から始まる年齢コホート
を，別途カテゴリー化した。本人の学歴は，卒業
の有無を確認して，退学の場合は学歴を前段階に
再配置している。小・中学卒を参照カテゴリーと
して上位の学歴段階と比較している。就業状態
は，職業を使用せず，いわゆる正規，非正規，自
営，無職をカテゴリーとし，正規を参照カテゴ
リーとしている。
意識変数は，まず現在の暮らし向きについて，
ゆとりある，ふつう，苦しいとし，ゆとりあるを
参照カテゴリーとした。健康については，よくな
い，よい，ふつうとして，健康がよくないことを
参照カテゴリーに，6ヶ月間の健康上の制約の有
無は，あった，まったくなかった，ひどくはな
かったであり，制約があったことを参照カテゴ
リーにした。過去1年間病院の治療が必要でな

かった，治療した，治療しなかったことがある，
無回答について，治療が必要でなかったを参照カ
テゴリーにしている。障害者手帳の有無は，手帳
があると手帳がないについて，障害者手帳がある
を参照カテゴリーとした。
活動に関しては，外出してない，したについて，
外出してない（参照カテゴリー），孤独を感じる
（参照カテゴリー），たまに感じる，感じない，選
挙に行かない（参照カテゴリー），行けない，行っ
ているとした。それぞれの記述統計は，図表3と
図表4に記してある。

Ⅳ 分析結果

1 記述統計
図表3と4に示すとおり，個人収入，世帯収入，
生活費用の担い手の欠測（欠損）率はそれぞれ
25.8％，13.5％，5.1％となっている。個人収入で
は，不詳が6.5％，収入なしが16.5％，無回答が
2.7％なのに対して，世帯収入では不詳は2.5％，収
入なしは6.8％，無回答は4.3％であった。不詳と
収入なしは，個人収入の方が世帯収入よりも高
く，無回答は世帯収入の方が割合は高い。欠測
（欠損）率は，生活費用の担い手が最も小さく，生
活状態のカバレッジだけでみれば，収入よりも幅
広い回答を得ていることがわかる。通常，収入の
欠測（欠損）率には，わからないと感じる人の多
さに起因すると言われ〔石橋・前田（2022）〕，ま
た既述したように，本データセットの世帯収入は
個々の世帯員の個人収入を足しあげたものである
ために，ほかの世帯員によって個人収入の収入な
しと不詳の多くは補完された結果といえる。

2 多項ロジットの分析結果
図表5は，欠測（欠損）理由の要因を投入した多
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図表5 多項ロジットモデルの分析結果
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項ロジットモデルの分析結果である。個人収入に
ついては，男性に比べて女性は不詳や非該当を選
択しにくい。世帯主と比べて世帯主ではない人
は，不詳や非該当を選択しにくい。世帯人数が増
えると不詳を選択しやすい。未婚と比べて婚姻経
験がある方が不詳を選択しにくく離別・死別でも
不詳を選択しにくい。現在18歳未満の子どもがい
ないと比べて子どもがいる人は，不詳を選択しに
くい。年齢は25-29歳と比べて上の世代は非該当
を選択しにくく，60歳以降でその傾向は顕著にな
る。また75-79歳・80歳以上で25-29歳と比べて不

詳を選択しやすい。また今回個人票に加わった
18-19歳は，不詳や非該当を選択しやすい。
地域については，北海道・東北に比べて大阪圏
と中国・四国で無回答を選択しにくく，大阪圏で
は不詳が選択しにくい。九州・沖縄では非該当を
選択しやすい。学歴においては，小中卒と比べて
どの学歴段階でも無回答，不詳，非該当を選択し
にくく，在学中も同様である。就業状態において
正規と比べて非正規は無回答，不詳，非該当を選
択しにくく，自営では不詳を選択しにくいものの
非該当は選択しやすくなっている。無職で非該当

社 会 保 障 研 究 Vol. 9 No. 3308
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が選択されやすいというまっとうな結果も出てい
る。現在の暮らし向きにゆとりがあると比べて，
ふつうと苦しいで不詳を選択しにくく，非該当を
選択しやすい。
健康面については，よくないと比べてよい，ふ
つうで無回答と不詳が選択しやすくなっている。
過去1年間病院の治療が必要ではなかったに比べ
て，治療しなかったことがあるは不詳と非該当を
選択しやすい。障害手帳を保有していると，保有
していないと比べて非該当を選択しやすい。
活動面については，先週外出してないに比べて
外出したについては，非該当を選択しやすい。会
話頻度において1カ月1回以下と比べて多いと不詳
と非該当を選択しにくい。孤独を感じるに比べて
感じないは不詳を選択しにくく，非該当を選択し
やすい。選挙に行かないに比べて行っているは，
不詳を選択しにくく，非該当を選択しやすい。
世帯収入については，男性に比べて女性は無回
答と非該当を選択しにくい。世帯タイプでは夫婦
のみともに非高齢者と比べて，単独世帯，夫婦の
み片方あるいは両方高齢者世帯，高齢者を含む子
なし世帯，ひとり親世帯は非該当を選択しやす
い。世帯主と比べて世帯主でないと無回答と非該
当を選択しやすい。世帯人数が増えると無回答と
非該当を選択しにくい。
未婚と比べて婚姻経験がある人は無回答を選択
しにくい。死別も未婚と比べ非該当を選択しにく
い。現在18歳未満の子どもがいない人と比べて子
どもがいる人は無回答を選択しにくい。年齢は
25-29歳と比べて前後の20-24歳と30-34歳の人は非
該当を選択しにくく，65歳以上の人でも非該当を
選択しにくい。学歴においては，小中卒と比べて
どの学歴段階でも無回答と非該当を選択しにく
く，在学中も同様である。就業状態が正規の人と
比べて，非正規，自営，その他，無職で無回答を
選択しにくく，非正規で非該当を選択しにくい。
無職で非該当を選択しやすい結果は，個人収入と
同じである。現在の暮らし向きにゆとりがある人
と比べて，ふつうで無回答を選択しやすく，ふつ
うと苦しいで非該当を選択しやすい。
健康面については，よくない人と比べてよいが

無回答を選択しやすい。過去1年間病院の治療が
必要でなかった人に比べて，治療したと治療しな
かったことがある人で非該当を選択しやすい。障
害者手帳の保有がある人は保有がないと比べて非
該当を選択しやすい。
活動面については，先週外出していない人に比
べ外出した人は非該当を選択しやすい。会話頻度
において1カ月1回以下と比べて多いと無回答と非
該当を選択しにくい。孤独を感じると比べたまに
感じる，感じないは無回答を選択しにくく非該当
を選択しやすい。選挙に行かない人と比べ行けな
い人は，無回答を選択しやすく，非該当を選択し
にくい。また選挙に行っている人は，非該当を選
択しやすい。

3 ロジット（二項）の分析結果
図表6は，個人収入，世帯収入，生活費用の担い
手について無回答，不詳，非該当をまとめて二項
ロジットモデルで検証した結果である。個人収入
においては，中国・四国と比べ北海道・東北に居
住している人，夫婦のみ片方あるいは両方高齢者
世帯と比べ夫婦のみともに非高齢者世帯であり，
世帯主で，男性，20-24歳，30-34歳，65歳以上に比
べて25-29歳の人，18-19歳，未婚者で，子どもがお
らず，小中卒など学歴が低い人，非正規・無職に
比べ正規，健康がふつう以上で，病院での治療を
しなかったことがあり，先週外出しており，1カ月
に1回以下の会話しかない場合に無回答になりや
すい。
欠測（欠損）理由を無回答1つに集約したために
有意ではなくなったのは，北関東，大阪圏，世帯
人数，40-44歳，45-49歳，50-54歳，60-64歳，自営，
現在の暮らし向きがふつう以上，6カ月間の健康
上の制限がなく，障害者手帳の保有，孤独をたま
に感じ，選挙に行っている人である。欠測（欠損）
理由を分けていた場合には，北関東，6カ月間の健
康上の制限の問題がまったくなかった，ひどくは
なかった，孤独をたまに感じるが無回答のみで効
果があり，世帯人数は不詳のみで，九州・四国は
非該当のみで効果をもち，大阪圏は無回答と不詳
で，自営は不詳と非該当に共通して効果をもって
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図表6 二項ロジットモデルの分析結果
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いた。これらの効果は，集約した無回答（二値）
のなかでは見えなくなっている。
世帯収入においては，単独世帯，夫婦のみ片方
あるいは両方高齢者世帯，ひとり親であり，世帯
主でなくて，世帯人数が少ない人ほど，男性，20-
24歳，30-34歳と比べ25-29歳で，未婚者で子どもが
おらず，小中卒，非正規，自営，無職よりも正規
で就業している人，生活が苦しく，健康がよく，
制限はなく，治療しなかったことがある人，先週
外出し，1カ月に1回以下の会話しかなく，選挙に
は行っている場合には無回答になりやすい。

個人収入同様に，欠測（欠損）理由を無回答に
集約したために有意でなくなったのは，中部・北
陸，中京・京阪圏，大阪圏，九州・沖縄，40-44歳，
45-49歳，70歳以上，その他の就業形態，選挙に
行っているである。欠測（欠損）理由をわけて分
析していた場合には，中部・北陸，中京・京阪圏，
大阪圏，九州・沖縄，40-44歳，45-49歳，就業状態
がその他であると無回答への効果があり，高齢者
を含む子なし世帯，過去1年間病院の治療には非
該当に効果があり，年齢70歳以上と現在の暮らし
向きが普通には，無回答・非該当両方に効果が
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あった。しかし，無回答と非該当を集約するとこ
れらの効果は見えなくなっている。
生活費用の担い手は，夫婦のみともに非高齢者
と比べてすべてのタイプの世帯において無回答を
選択しやすく，世帯主ではなく，45-49歳，70歳以
上，未婚者，子どもがいない，高卒以上，非正規
と自営に比べて正規であり，現在の暮らし向きが
ふつうか苦しい，健康がふつう以上で，外出し，
月1回以上の会話しかなく，孤独を感じる場合に
は無回答になりやすいという結果となった。

Ⅴ 生活を把握する統計を目指して

1 先行研究と本分析の結果
石橋・前田（2022，p.225）は，欠測（欠損）を
説明する要因として海外の事例から本分析に投入
した要因について確認をしており，個人収入にお
いては年齢，職業，学歴，婚姻状態，居住地域，
都市規模により左右されることを指摘する。世帯
収入については，日本の事例を含めて本分析に投
入した要因を確認し，性別，年齢，世帯人数，世
帯構造，学歴，婚姻状態，居住地域，職業的地位，
職業を列挙している。
本分析の結果は，おおむね上記の要因の影響を
追認している。ただし，特に頑強と思われる要因
を指摘すると，未婚を参照カテゴリーとした婚姻
状態，子どもの有無，小中卒を参照カテゴリーと
した学歴，正規を参照カテゴリーとした非正規と
無職，健康状態のよさ，会話頻度の低さの6つの要
因は二値のロジットモデルにおいてだけではな
く，無回答，不詳，非該当を分けた多項ロジット
において検証をおこなっても有意な結果を示して
いる。
石橋・前田（2022）は，先行研究のレビューか
ら，欠測（欠損）の発生に日本特有のローカル・
ルールの存在を示しているが本分析では見い出せ
なかった。

2 生活費用の担い手の可能性
本論文は，国内では「社会階層と社会移動調査

（SSM）」と「日本版総合的社会調査（JGSS）」の2

つで実施されていた収入の欠測（欠損）理由の分
析を，一般統計である「生活と支え合いに関する
調査」を用いて分析したものである。また併せて
人々の生活を測定するにあたって，欠測（欠損）
率が非常に高い収入を補完する新たな指標として
生活費用の担い手の検討もおこなった。
日本の先行研究では，個人に対して該当する世
帯収入カテゴリーを回答する手続をとっているた
め，「生活と支え合いに関する調査」の欠測（欠
損）率では，世帯収入の方が低くなっている。そ
れはデータセットの作成過程で，個々の個人収入
を世帯で足し上げて補完した値を世帯収入として
いるので，欠測（欠損）率は個人収入が高くなっ
ている。世帯収入の中に個人収入の欠測率が潜在
化していると考えられる。
生活費用の担い手の欠測（欠損）率は，統計調
査・社会調査のなかで最も欠測（欠損）率が高い
収入変数において，個人収入に対しては5分の1以
下，世帯収入に対して半分以下の5.1％であった。
欠測（欠損）の要因分析の結果，個人収入・世帯
収入と同じ複数の頑強な要因の影響をもち，さら
には収入にはみられない世帯タイプ別の影響が確
認されることから，生活者を把握するのに適した
側面を有することが確認された。
最後に，欠測（欠損）の解消に向け，抽出され
た要因の対策について整理をおこなう。特にわれ
われの生活を支える点で合意がある経済的な要因
を中心に，統計調査・社会調査における欠測（欠
損）の解消と，さらには調査客体の回収率の向上
という観点に留意して検討をおこないたい。
例えば，石橋・前田（2022）は，収入の欠測（欠
損）の要因分析の結論として分析法の検討を提起
しているが，これはデータユーザー側の立場であ
り，欠測（欠損）の解消をはじめ，回収率の向上
に向けたわれわれの立場とは異なっている。要因
分析の結果に基づいた欠測（欠損）の要因の特定
以降，分析法の構築とそもそもの解消に向けた対
策をとる調査実施者の立場はこの時点で分岐して
いる。
調査実施者の立場からは，調査回収率の向上は
調査全体の信頼性につながる問題であり，欠測
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（欠損）の解消は，分析サンプルが小さくなること
に よ る 非 効 率 性〔Zarnoch, Cordell, Betz, &
Bergstrom（2010）〕と結果にバイアスを含むこと
による信頼性〔Little & Rubin（2022）〕の棄損とい
う二重構造になっているため両者を放置したまま
にできない。
回答者の立場からすれば，調査項目によって答
えやすい項目と答えにくい項目は明白であるうえ
に，調査主体－特に国・地方自治体の調査の方が
回答を得やすい〔総務省（2016）〕ことを鑑みて回
答者が答えにくい項目から回答を得るためには，
今以上の丁寧な説明に加えて，調査の趣旨・調査
項目の主旨について理解を得る方法の模索が必要
である。
調査実施者の手続きとしては，調査の趣旨の理
解に向けた対策が必要である。基本的な属性変数
（性・年齢・学歴など）の効果が頑強にみられたの
は，調査趣旨の理解に個人の属性が強くかかわっ
ていることを示しており，調査実施者あるいは訪
問調査員が調査について同じ趣旨説明をマニュア
ル通りにしても，調査回答者の受け取り方に差が
出ていることを示している。この理解の差は，収
入に顕著に表れており，このことが人々の生活を
把握することを妨げているのである。この差を埋
めるためには，訪問時に確認した世帯構成等の情
報を踏まえて欠測（欠損）しやすい項目の説明
（どのような表になるのか，政策の活用事例など）
を調査員・媒体を通じて提示する必要があるだろ
う。そしてこれらのことは，近年個人情報を理由
に調査自体を拒否する調査対象者への趣旨説明と
も直結する課題である5)。
さらにこの課題は，いわゆる非標本誤差とかか
わっており，課題の解決には調査過程に関与する
さまざまなアクターの取りまとめが必要であり，
一調査の範疇を超えた，統計制度の在り方にかか
わる課題である。調査対象者が調査の趣旨を理解
し調査協力を向上し，各調査項目を正確に理解し
て回答し，誤回答や欠測（欠損）をゼロに近づけ
るためには，調査実施者の調査手続きと調査法・

調査票設計を負担感のないものに改善する不断の
努力，また熟達した調査員の調達・育成が不可欠
である。
そして近年最も懸念される非標本誤差の内容
が，調査員の遺失問題〔西村（2024）〕である。日
本では1947年に国直轄で調査をおこなうための統
計調査員制度を採用したものの自然減が進み，
1972年登録調査員制度の導入による民間登用の補
完が進められた。2007年以降，さらなる民間開放
を進めたことが，経験と知識をもった調査員の調
達を困難にしており〔西村（2024）〕，むしろ近年
の回収率の低下・欠測（欠損）の増加と不可分の
関係にある。量的なデータに基づくEBPMを志向
する行政府においては，今後減少する統計調査員
の歯止めの対策も「公的統計の整備に関する計
画」には見られない。地方分権一括法における基
幹統計の法定受託事務の規定により国単独で統計
の仕組みを変えられないことや，2006年の公共
サービス法による統計の民間開放の方針など，統
計制度の外堀が埋められており身動きをとれない
実情もある。国と地方自治体で統計専門職の拡大
に向けた取り組みは，調査実施者の調査過程の改
善と併せて不可欠な取り組みとなる。

付記
本分析で用いた調査票情報は，国立社会保障・
人口問題研究所プロジェクト「生活と支え合いに
関する調査」のもと，統計法第32条に基づく課室
内利用申請により使用承認を得たものである。
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To Measure the Actual Living Conditions
for Using National Statistics: Analysis of Reasons

for Item Nonresponse and Examining New Living Variables

NISHIMURA Yukimitsu＊

Abstract

In order to provide appropriate support in a society that accepts diversity, it is important to
understand the actual situation, so national statistics have become increasingly important in recent years.
The decline in response rates is related not only to the survey organizers and survey objectives, but also to
the design of the questionnaire. The most typical items in the questionnaire that measure living conditions
are personal income and household income, but there are more item nonresponses for these items than for
other items.

This paper conducted a factor analysis of item nonresponse using personal income, household
income, and who is responsible for living expenses as indicators of living conditions as new a new
complementary variable.

Keywords：Item nonresponse, Household income, Individual income, Someone who covers living
expenses


